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守口市開発行為指導要綱

（目的）

第１条 この要綱は、守口市民の環境をまもる基本条例（昭和５２年守口市条例第１９号）第６条の

規定に基づき、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）等関係法令に定めるもののほか、快適な

住環境を確保し、市街地の健全な発展と秩序ある街づくりをするため、開発行為に関する基準を定

めることにより、将来にわたって住みよい生活環境を確保することを目的とする。

（用語の意義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。

⑴ 開発者 開発行為をする者をいう。

⑵ 開発行為 次のアからウまでの一に該当する行為をいう。

ア 建築物の建築

イ 特定工作物の建設

ウ 主としてア又はイの用に供する目的で行う土地の区画、形質の変更

⑶ 公共施設等 道路、下水道、上水道、広場、学校教育施設、保育所、交通安全施設その他の施

設をいう。

⑷ 中高層建築物 階数（地階を含む。）が４以上又は建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３

８号）第２条第１項第６号により算定された高さが１０メートルを超える建築物をいう。

⑸ 開発区域 開発行為をする土地の区域をいう。

⑹ 公害等 事業活動あるいは人の活動に基づく環境の侵害であって、大気の汚染、水質の汚濁（水

質以外の水の状態又は水底の底質を悪化することを含む。）、土壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈

下、悪臭、日照障害及び電波障害等によって、人の健康若しくは財産が損なわれ、又は市民の快

適な生活が阻害されることをいう。

⑺ 特定工作物 都市計画法第４条第１１項に定めるものをいう。

⑻ 歴史的遺産 まちのなりたちの過程で形成された歴史的建造物、遺跡等によって具現されてい

る環境その他の文化的遺産をいう。

⑼ 長屋住宅 １棟の建築物で、複数の戸数を有しその出入口が道路又は専用通路に面しているほ

か、各戸が対面する主要構造部のうち壁、柱、はりの過半を共用しているものをいう。

⑽ 共同住宅 １棟の建築物で複数の戸数を有し、主要構造部と廊下等を共用しているものをいう。

⑾ 消防施設 消防法（昭和２３年法律第１８６号）に基づく消防水利の基準（昭和３９年消防庁

告示第７号）に定める消火栓及び防火水槽並びに消防力の基準（昭和３６年消防庁告示第２号）

に定めるものをいう。
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（適用範囲）

第３条 この要綱は、本市の行政区域内における開発行為について適用する。ただし、住宅（併用住

宅を含む。）戸数が２戸未満で、次の各号に掲げる開発行為については、この限りではない。

⑴ 都市計画法第２９条に規定する開発許可を要しない開発行為

⑵ 建築基準法第４２条第１項第５号に規定する道路の築造を要しない開発行為

２ 開発行為の完了後１年以内において、当該開発行為の完了した区域及び隣接地における連続又は

継続した開発行為については、一つの開発行為とみなして、この要綱を適用する。ただし、市長が

特に認めるものについては、この限りでない。

（事前協議書及び建設計画協議書）

第４条 開発者は、都市計画法等関係法令及びこの要綱に基づき、あらかじめ開発行為の計画内容、

公共施設等の設計及び施工について市長に事前協議書（様式第１号）を提出し、事前協議するもの

とする。ただし、市長が別に定めるものについては、事前届出書（様式第２号）により処理するこ

とができる。

２ 開発者は、前項の事前協議の後、２か月以内に建設計画協議書（様式第３号）を市長に提出し、

協議するものとする。ただし、市長が別に定めるものについては、建設計画協議を省略することが

できる。

３ 建設計画協議を提出すべき開発者が前項に定める２か月を経過したときは、特別の理由がある場

合を除き、新たに市長と第１項の事前協議をするものとする。

（協定書の作成）

第５条 市長は、開発者と前条第２項の協議が成立した場合には、協定書（様式第４号）を作成しな

ければならない。

２ 前項の規定は、前条第２項のただし書の規定により建設計画協議書を省略したものについても準

用する。

（開発行為の変更）

第６条 開発者は、開発行為の計画を変更しようとする場合には、あらかじめ所定の変更協議書（様

式第５号）を提出し、市長と第４条の規定に準じて協議するものとする。

２ 市長は、前項の規定により協議が成立した場合には、前条の規定による協定書の内容を変更して、

再度、協定を締結することができる。

（環境の保全）

第７条 開発者は、良好な都市環境の確保に配慮し、その阻害となる要因について必要な措置を講ず

るとともに、市長やその他の行政機関が実施する都市環境の整備に関する施策に積極的に協力する

ものとする。

２ 開発者は、開発行為により公害等の発生又はそのおそれのあるときは、市長と協議し、自らの責

任において対策を講じなければならない。

（安全対策）

第８条 開発者は、周辺地域の住民及び歩行者等の安全対策を講じなければならない。
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（土地利用）

第９条 開発者は、１戸建住宅についてはその敷地面積を７０平方メートル以上確保するよう努める

ものとする。ただし、市長が土地利用の計画上やむを得ないと認める場合においては、この限りで

ない。

２ 開発者は、長屋住宅についてはその敷地面積を専用通路の面積を除き、各戸５５平方メートル以

上確保するよう努めるものとする。

（ゆとり空間）

第１０条 開発者は、開発区域の前面道路の境界から当該建築物を別に定める基準により後退し、道

路のゆとり空間等を確保するよう努めるものとする。

２ 開発者は、複数の１戸建住宅を建築する場合は、各々の敷地境界から建築物の外壁面を別に定め

る基準により後退し、ゆとりをもった隣棟間隔等を確保するよう努めるものとする。ただし、市長

が相当な理由があり、やむを得ないと認めた場合は、この限りでない。

（駐車施設等）

第１１条 開発者は、開発区域内において、自動車の保管できる場所又はそれに代わる空地及び自転

車駐車場の確保に努めるものとする。

（居住水準等）

第１２条 開発者は、地域の特性に応じ良質な住宅の供給を図るものとする。

２ 開発者は、国の住宅政策が目標とする居住水準を確保するよう計画しなければならない。

３ 開発者は、中高層建築物の共同住宅で建設総戸数が３０戸以上のものを建設する場合には、１戸

当たりの住戸専用面積（バルコニーは除く。以下同じ。）を別に定める数値以上確保するよう努め

るものとする。

（住宅等におけるバリアフリーの推進）

第１３条 開発者は、住宅等を建築しようとする場合は、高齢者、身体障害者及び病弱者（以下「高

齢者等」という。）が円滑に利用できるようにするための措置を講ずるよう努めるものとする。

２ 開発者は、不特定多数の人の利用を目的とする開発行為をする場合は、高齢者等の利用を考慮し

た施設となるよう努めるものとする。

（中高層建築物等の建設計画の事前公開）

第１４条 開発者は、中高層建築物及びその他市長が事前公開を必要と認める建築物については、そ

の計画内容を周辺地域の住民に周知させるため、標識の設置及び説明等を速やかに行わなければな

らない。

（緑化）

第１５条 開発者は、みどりの環境をつくる条例（昭和５３年守口市条例第２８号）に基づき、開発

区域内における緑化に努めるものとする。

（道路施設）

第１６条 開発者は、開発区域に係る道路について、道路管理者等と協議しなければならない。
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（排水施設）

第１７条 開発者は、開発区域内の排水計画について、下水道管理者その他の施設管理者と協議する

ものとする。

（上水道施設）

第１８条 開発者は、開発区域内の給水計画について、水道事業管理者と協議しなければならない。

（消防施設）

第１９条 開発者は、開発区域内及びその付近に必要な消防施設の設置並びに消防活動等に必要な空

地及び空間等の確保について、消防長と協議するものとする。

（交通安全施設）

第２０条 開発者は、開発区域内及びその付近に必要な交通安全施設の設置について、市長と協議す

るものとする。

（歴史的遺産の保護）

第２１条 開発者は、開発区域内及びその付近において歴史的遺産が存在する場合又は発見した場合

には、教育委員会と協議するものとする。

（し尿処理施設）

第２２条 開発者は、開発区域内のし尿処理施設ついて、下水道管理者その他の施設管理者と協議す

るものとする。

（ごみの処理及び集積所等）

第２３条 開発者は、開発区域内より発生するごみは、可能な限り減量化及び資源化できるよう配慮

し、排出抑制に努めるものとする。

２ 開発者は、開発区域内のごみの集積所等の計画について、市長と協議しなければならない。

（大規模建設計画）

第２４条 開発者は、開発区域の面積が３，０００平方メートル以上の開発行為をする場合には、当

該地域の整備に必要な公共施設等の確保について、市長と協議するものとする。

２ 開発者は、計画戸数が１００戸以上の開発行為をする場合には、教育委員会と協議するものとす

る。

３ 開発者は、開発区域の面積が１０，０００平方メートル以上又は計画戸数が３５０戸以上の開発

行為をする場合には、この要綱に定めるもののほか、別途市長と協議するものとする。

（開発行為の報告等）

第２５条 市長は、開発者に対し必要な限度において、開発行為に関する報告及び資料の提出を求め

ることができる。

２ 市長は、特に必要と認めるときは、開発区域内に立入りし、確認することができる。

（完了の確認）

第２６条 開発者は、開発行為が完了した場合には、市長に完了届出書（様式第６号）を提出するも

のとする。

２ 市長は、完了届出書の提出があった場合には、協定書に基づき完了の確認を行い、協議内容のと
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おりと認めるときは、開発行為完了済証（様式第７号）を交付するものとする。

３ 開発者は、守口市水道条例（昭和３６年守口市条例第５号）第１１条の規定による水道事業管理

者の検査を受ける場合には、前項の開発行為完了済証を添付するものとする。

（公共施設等及びその用に供する土地の管理並びに帰属等）

第２７条 開発者は、開発行為に伴い設置した公共施設等及びその用に供する土地の管理並びに帰属

等については、市長と協議するものとする。ただし、行き止まり道路等で市長が帰属等の必要を認

めないものについては、この限りでない。

（共同住宅の管理）

第２８条 共同住宅を建設した開発者又は建築物の所有者（占有者を含む。）は、周辺環境との調和

を図るため、適正な管理を行うものとする。

（指導に従わない者に対する措置）

第２９条 市長は、この要綱に基づく協議又は指導に従わない開発者に対し、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第３２条に定める道路占用許可及びその他開発行為に必要な協力を行わないことが

できる。

２ 市長は、開発者がこの要綱に基づく指導に従わない場合において、住みよい生活環境を確保する

ために特に必要があると認めるときは、その者の住所又は所在地、氏名又は会社名等及びその他の

事項を公表することができる。

３ 市長は、指導に従わない開発者に対する給水の一時保留を水道事業管理者に文書をもって通知す

ることができる。

（開発協議会）

第３０条 市長は、この要綱の円滑な実施を図るため、守口市開発協議会（以下「協議会」という。）

を置くことができる。

２ 協議会の設置要領については、別に定める。

（開発連絡会）

第３１条 市長は、この要綱に伴う所管相互の事務連絡と調整を図るため、守口市開発連絡会（以下

「連絡会」という。）を置くことができる。

２ 連絡会の設置要領については、別に定める。

（実施の細目）

第３２条 この要綱の実施に関して必要な事項は、市長が別に定める。
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附 則

（施行期日）

１ この要綱は、昭和５４年５月１５日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱の施行期日において、既に改正前の守口市開発行為指導要綱に基づいて事前協議を開始

している開発行為等については、なお従前の例による。

附 則

この要綱は、昭和５７年７月１５日から施行する。

附 則

この要綱は、平成元年８月２１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成６年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成９年５月６日から施行する。

附 則

この要綱は、平成９年１２月１６日から施行する。

附 則

この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。


